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「山田町発注工事の前金払に係る中間前金払の取扱いについて（平成２３年８月１

９日付け企財第８８号）」の一部を下記のとおり改正することとしましたので、お知ら

せします。 

 

記 

 

 山田町発注工事の前金払に係る中間前金払の取扱いについて（平成２３年８月１９

日付け企財第８８号）の一部を次のように改正する。 

 第４の項中、「１０分の７」を「１０分の６．５」と改める。 

 

   附 則 

 この通知は、令和４年４月１日から施行する。 

 令和４年３月３１日以前に締結した町営建設工事の請負契約に係る中間前金払の取

扱いについては、なお従前の例による。 



                            企 財 第 ８８ 号 

                            平成２３年８月１９日 

 

                          改正 令和２年４月１日 

改正 令和２年１０月１日 

改正 令和４年４月１日  

 

山田町発注工事の前金払に係る中間前金払の取扱いについて 

 

１ 趣旨 

  この取扱いは、当町が発注する工事の前金払に係る中間前金払の取扱いについて

必要な事項を定めるものとする。 

２ 中間前金払の対象となる工事及び経費の範囲 

  中間前金払の対象となる工事（以下「対象工事」という。）は、公共工事の前払金

保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第５条の規定に基づき登録を

受けた保証事業会社の保証に係る公共工事のうち、工事１件の請負代金額が１，０

００万円以上で、かつ、工期が１５０日を超える工事（地方自治法施行規則（昭和

２２年内務省令第２９号）附則第３条第２項に該当する工事（以下「東日本大震災

の特例に該当する工事」という。）においては、工事１件の請負代金額が３００万円

以上の工事）で次の要件の全てに該当するものとし、経費の範囲は、当該工事の材

料費等に相当する額として必要な経費とする。 

  なお、契約締結に当たり、中間前金払を請求する旨の届出がなされている場合に

は、部分払は行わないものとする。 

 (1) 工期の２分の１を経過していること。 

 (2) 工程表で示す工期の２分の１を経過するまでに実施すべきものとされている当

該工事に係る作業が行われていること。 

 (3) 既に行われた当該工事に係る作業に要する経費が請負代金額の２分の１以上の

額に相当するものであること。 

３ 債務負担行為又は継続費に係る契約の特例に関する事項 

  債務負担行為又は継続費に係る契約による工事にあっては、いずれかの会計年度

の出来高予定額が１，０００万円以上で、かつ、当該会計年度の工事実施期間が１

５０日を超える工事（東日本大震災の特例に該当する工事においては、いずれかの

会計年度の出来高予定額が３００万円以上の工事）を対象とするものであること。

この場合においては、２の(1)及び(2)中「工期の２分の１」とあるのは「当該会計

年度の工事実施期間の２分の１」と、２の(3)中「請負代金額の２分の１」とあるの

は「当該会計年度の出来高予定額の２分の１」と読み替えて準用するものとし、中

間前払金の支払を受けている会計年度においては、部分払（当該会計年度末におけ

る部分払を除く。）は行わないものとする。ただし、いずれかの会計年度において出

来高予定額が１，０００万円以上で、かつ、当該会計年度の工事実施期間が１５０



日を超えること（東日本大震災の特例に該当する工事においては、いずれかの会計

年度において出来高予定額が３００万円以上であること）により、契約締結に当た

り中間前金払を請求する旨の届出を行っている工事であっても、当該基準を満たさ

ない会計年度については、中間前金払は行わないものとし、当該会計年度について

は、部分払を行うことができるものとする。 

４ 中間前金払の割合 

  請負代金額の１０分の２以内の額とする。ただし、中間前払金を支出した後の前

払金の合計額が請負代金額の１０分の６（東日本大震災の特例に該当する工事にお

いては１０分の６．５）の額を超えてはならないものとする。 

５ 中間前金払に係る認定 

 (1) 発注者は、受注者から中間前金払に係る認定請求書（別紙１）が提出されたと

きは、２の(1)から(3)に掲げる要件の全てに該当するものであるかどうかを認定

するものとする。この場合において、発注者は、受注者に認定請求書に山田町営

建設工事請負契約書別記（以下「別記」という。）第１１条に基づく工事履行報告

書（以下「工事履行報告書」という。）を添付させるものとする。 

 (2) 発注者は、前号の認定に当たり、その進捗額について認定しようとするときは、

工事履行報告書等の資料（以下「認定資料」という。）により行うことができるも

のとする。この場合において、工事現場等に搬入された検査済の材料等があると

きは、その額を認定資料の出来高に加算し、進捗額として認定することができる

ものとする。 

 (3) 発注者は、前２号による認定の結果、妥当と認めるときは、認定調書（別紙２）

を作成し、受注者に交付するものとする。 

６ 中間前払金の支払の請求 

  受注者が中間前払金の支払を請求するに当たっては、請求書に中間前払金に関す

る保証証書を添付させるものとする。この場合において、認定調書については、添

付を要しないものとする。 

７ 中間前金払と部分払の選択 

  発注者は、対象工事の契約に当たっては、契約の相手方に中間前金払と部分払の

いずれかを選択させることとし、あらかじめ入札条件（別紙３）等により当該選択

について明示するとともに、落札後、中間前金払と部分払の選択に係る届出書（別

紙４。以下「届出書」という。）を契約の相手方から提出させる方法により、当該選

択に係る内容を確認するものとする。この場合において、その選択については、そ

の後において変更することはできないものとする。 

  なお、届出書において、部分払を選択している場合には、別記第３５条第３項及

び第４項については、適用しないものとする。 

８ 施行時期 

  平成２３年９月１日 

 


